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１．は じ め に
　1996年に食品の栄養成分表示基準制度が制定
されて15年が経過した｡この間、栄養成分表示
（以下、成分表示と略す）は、2001年の「健康
日本21」1）や「食生活指針」2）においてその活用
に関わる目標や指針が盛り込まれ、成分表示を
普及する取り組みがなされてきた。それととも
に、消費者側では、自らの食生活の改善を図る
ために、食品を選択する際に成分表示を確認す
ることへの意識が高まってきている。一方で、
現行の制度においては、成分表示は任意表示で
あり、また、必ずしも消費者にとって参考にし
やすい表示内容ではなく、実質的な食生活の改
善には結びついていないことが指摘されてい 
る3）～ 5）。
　2010年12月から2011年７月にかけて、消費者
庁の下で、「国民の健康の保持増進を図る観点
から、消費者の商品選択に資する栄養表示の重
要性が増している」ことから栄養成分表示検討
会が設けられ、成分表示の義務化に向けての課
題として、栄養表示制度の意義や仕組みのあり
方や、表示の方法、表示制度の実効性の確保に
ついての検討が行われた。その報告書6）では、
表示すべき栄養成分の優先度が見直され、わか
りやすい表示方法、「栄養の可視化」をめざし
た表示方法を検討することの必要性が示されて
いる｡
　表示成分の中で、ナトリウム（以後Naと記す）
成分表示は、高血圧予防と治療の観点から減塩
を勧めていく際に、食品の選択や食べる量など
を加減するための重要な情報ツールとして位置
づけられる7）、8）｡しかしながら、Na成分や食塩
相当量（併せて以後、塩分表示と記す）について、
その参考の実態や、関連する要因についての研
究は、諸外国においては散見されるが9）～ 12）、
国内ではほとんどみあたらない｡
　そこで、本研究は、栄養士養成課程の学生を
対象として、専門教育を受けた期間が異なるグ
ループ間での塩分表示に関わる知識、意識、行
動の実態を明らかにして、消費者が利用しやす
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―専門教育を受けた期間との関連から考察した塩分表示と消費者教育のあり方―
田　中　惠　子　　杉　山　　　文　　森　　　美奈子
坂　本　裕　子　　中　島　千　惠　　池　田　順　子
　専門教育を受けた期間が異なるグループの塩分表示に関わる知識、意識、行動の実態を明らかにし
て、塩分表示と消費者教育のあり方について考察を加えることを目的とした。ナトリウム量から食塩
相当量への換算は知識として習得が難しく、知識の項目より、減塩への意識が、塩分表示の参考行動
と強く関連していた。消費者教育で一日摂取目標量の習得と減塩への強い意識付けを行うと共に、成
分表示への食塩相当量の併記を推進していく必要性が示唆された｡
キーワード：栄養成分表示、ナトリウム成分、食塩相当量、消費者教育、栄養士養成課程学生
研　　究　　紀　　要
－ 22 －
い塩分表示のあり方と消費者教育のあり方につ
いて考察を加えることを目的とした。また、成
分表示を参考にするという行動変容に対する、
食と健康分野の専門教育の効果も併せて検証し
た。
２．方　　　法
１）対象者と調査方法
　京都府内都市部に位置する短期大学の栄養士
養成課程女子学生（年齢18 ～ 20歳）349人を対
象として、2011年２月から５月にかけて無記名
自記式のアンケート調査を実施した。 対象者
は、専門分野の教育を受けた期間の異なる三つ
のグループにからなる。即ち、食教育を殆ど受
けていない入学直後の群（2011年度入学生に対
して2011年５月に実施、123名、入学直後と記
す）、１年間の専門教育を受けた群（2010年度
入学生に対して2011年２月に実施､112名、中間
期と記す）、及び２年間の専門教育を受けた群
（2009年度入学生に対して2011年２月に実施、
114名、卒業前と記す）である。アンケートは、
研究者が担当する授業時間内に実施した。
　調査項目は、栄養成分表示（以後、成分表示
と略す）への意識や参考状況に関わる６項目、
塩分表示に関わる知識、意識、参考状況に関わ
る９項目、及び主として塩分の摂取に関わる食
習慣９項目である。回答方法は、いずれの質問
も２～５個の選択肢から選ばせる方式とした。 
ただし、知識項目である塩分の目標量について
は、数値を記入させた。
　調査にあたっては対象者に対して、プライバ
シーを侵害する恐れがないこと、および調査内
容は学校の成績に関係ないことを丁寧に説明し
て同意の得られた者について実施した。尚、本
研究は、日本公衆衛生学会研究倫理審査委員会
の承認を得ている（承認番号 日公10 － 002）｡
２）集計および解析方法
　食生活における成分表示の参考状況を調べる
ために、食品購入時と調理や摂食する時につい
て、成分表示を参考にしているかを「いつもし
ている、時々している、あまりしていない、ほ
とんどしていない」の４カテゴリーから回答さ
せた。食品購入時か、調理や摂食する時のいず
れかで「いつもしている」､「時々している」
と回答した者には、どの成分を参考にするかを、
「エネルギー、タンパク質、脂質、糖質（炭水
化物）、Na、カルシウム、ビタミン類、食物繊維、
その他」から複数回答可で選択させ、さらに、
成分表示を利用する主な理由について６つの選
択肢からひとつ回答させた｡
　塩分表示の参考状況として、実際の成分表示
例を示して、「あなたは食品を購入したり、調
理する時、あるいは食べる時に、例のようなNa
の量（あるいは食塩相当量）をみて、使う量や
食べる量の参考にしていますか」に対して、「い
つもしている、時々している、たまにしている、
ほとんどしていない」の４カテゴリーから回答
させた｡
　教育期間による成分表示に対する意識や参考
状況、塩分表示に関わる知識、意識、参考の状況、
及び主として塩分の摂取に関わる食生活状況の
違いを比較するために、専門教育を受けた期間
による三区分（入学直後、中間期、卒業前）と
これらの質問項目との関連性をχ2 検定で検討
した。各質問の回答は、カテゴリー比とカテゴ
リー内容を考慮して２～３のカテゴリーに統合
して解析を行った。塩分の摂取状況に関わる指
標として、塩干魚や漬け物などの６品目の最近
１ヶ月の摂取頻度と外食頻度や味付けの好みな
どの食習慣についての６項目を用いて塩分スコ
ア13）を算出した。塩分スコアは、秤量法から得
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られた摂取量と相関し、スコア値が低いほど食
塩の摂取量が少ない事を意味する。塩分表示を
参考にしている者の特徴を明らかにするため
に、Na成分値と食塩相当量のいずれか一方以上
で、食品を購入や調理する時に、使う量や食べ
る量の参考に「いつもしている」あるいは「時々
している」者をⅠ群とし、いずれか一方以上を
「たまにしている」者をⅡ群、どちらも「ほと
んどしていない」者をⅢ群として、これら三区
分を従属変数として、表４と表７－２の質問項
目を独立変数とする多項ロジスティック解析を
行った。
　以上の解析には統計解析ソフトSPSS17.0J 
（Regression Models）を用いた。
３．結　　　果
１）成分表示への意識と参考状況
　表１に専門教育を受けた期間の異なる三区分
間の食品購入時と調理や摂食時の成分表示への
意識と参考状況の結果を示した。購入時に成分
表示を「いつも」あるいは「時々」参考にして
表１　成分表示への意識と参考状況
表２　参考にしている栄養成分（複数回答可）
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合が増加した成分はNaとCaで、Naにおいてそ
の差は有意であった。ビタミン類と食物繊維で
は、教育を受けた期間が長くなるとその割合は
低下する傾向を示した。
　成分表示を参考にする理由を表３に示した｡
いずれの区分においても「肥満解消」の割合が
最も高く、次いで「健康の保持増進」であった。
「健康の保持増進」のために参考する割合は、
入学直後で25.0％と低かったが、中間期と卒業
表３　成分表示を参考の理由　（主な理由を１つ選択） 
いる割合は、入学直後で71.1％とすでに高く、
さらに卒業前に80.7％まで増加したが、その差
は有意ではなかった。一方、調理や摂食時に成
分表示を「いつも」、「時々」参考にしている割
合は、入学直後では40.2％と半数に満たず、中
間期に54.5％、卒業前で64.9％と順に有意に増
加した。成分表示の内容の理解では、「よく分
かる、分かる」と回答した割合は、入学直後で
57.9%、中間期で59.8%とほぼ変わらず、卒業前
で77.7％と有意に高かった。成分表示の利用が
「全く面倒でない、あまり面倒でない」者は、
三区分ともに約半数で、教育期間による差はみ
られなかった。
　表２に示したように、全ての区分で、エネル
ギーを参考にしている割合が最も高かった。区
分間で差がみられた成分は、脂質、Na、カルシ
ウム（以後Caと記す）及びビタミン類で、その
うち教育期間が長くなるほど参考にしている割
表４　塩分表示に関わる知識の習得状況
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前では、40.6％、35.3％と増加した。
２） 塩分表示に関わる知識・意識・参考状況に
ついて
　表４に示したように、成人女性の「１日あた
りの塩分目標量をほぼ値も知っている」割合は、
教育期間が長くなるに従い有意に増加し、入学
直後の25.2％が、卒業前には82.3％に達してい
た。一方、Na量と食塩相当量との関係について
は、「Na成分が塩分とは無関係」と回答した者
はほとんどいなかったが、「同じである」と間
違って理解している者は、いずれの区分におい
ても半数以上であり、専門教育の期間による変
化が認められなかった。表には示さなかったが、
「塩分約2.5g」と正しく理解している者は、入学
直後でわずかに1.7％（２名）で、中間期と卒業
前で増加したが、いずれも10％未満であった。
ただし、「多いことは分かっている」割合は、
入学直後と中間期の12.5％、13.5％に対して、
卒業前では26.8％と増加した。Na表示の意味を
知っている割合は、中間期と卒業前で45.5％、
47.4％と入学直後の29.3％により増加した。
　Na成分表示に対する意見についての結果を
表５に示した。区分によらず約３割が「商品を
選ぶ目安」になると回答していた。一方、「塩
分摂取量の参考」になると評価する割合は、入
学直後と中間期では約６割ちかくあったが、卒
表５　ナトリウム成分表示に対する意見　（複数回答可） 
表６　塩分表示の参考状況  
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業前で約４割と有意に減少していた。また、「Na
表示では参考にならない」や「100gあたりでは
参考にできない」という現状の表示のありかた
に否定的な意見を持つ割合は、卒業前で有意に
増加し、50％近くに達していた。
　表６に示したように、食品購入や調理、摂食
時の塩分表示の参考状況として、Na量、食塩相
当量を「いつも、時々」参考にする割合は、入
学直後では、各々 14.6％、18.7％とほぼ同様の
値であり、共に中間期、卒業前の順に有意に増
加したが、食塩相当量のほうが増加幅は大きく、
卒業前における値は、Na量の32.5％に対して、
食塩相当量では53.5％であった。一方、強調表
示では、「いつも、時々」参考にする割合は、
卒業前で減少する傾向がみられた。
３）塩分摂取に関連する食生活の状況
　専門教育を受けた期間と塩分摂取量との関連
を調べるために、塩分スコアを算出して区分間
の差を検討した。各区分における塩分スコアは
正規分布を示さなかったので、Kruskal-Wallis
の検定を行った。表７－１に示したように、平
均値は、入学直後と中間期で3.2と3.4、卒業前
で2.9、中央値は、入学直後と中間期で3.0、卒
業前で2.0と卒業前で塩分スコア値が低くなる傾
向を示したがその差は有意ではなかった（P ＝
0.15）。
　表７－２には、専門教育を受けた期間による
三区分と、塩分スコア算出に用いた食生活状況
との関連性を示した。有意な関連性が認められ
たのは、漬け物の摂取頻度のみで、入学直後に
比べて、中間期、卒業前の順に頻度の高い割合
が低下した。また、卒業前で、食卓の調味料を
よくかけるや、濃い味付けを好む割合が減少す
る傾向をしめしたが、その差は有意ではなかっ
た。一方、外食の頻度が高いや、食事の量を考
えない者の割合は卒業前で高くなる傾向を示し
た。
４）塩分表示の参考状況に関連する項目
　表８に、全対象者を塩分表示の参考状況によ
り分類した三区分を従属変数とした多項ロジス
ティック解析の結果を示した。Ⅲ群に対して、
Ⅱ群で有意な関連が認められたのは、「成人女
性の１日あたりの塩分目標量を知っている」と
「Na表示の意味を知っている」の知識に関わる
項目であった。一方、Ⅱ群に対して、Ⅰ群では、
「塩分の取りすぎに気をつけているか」という
意識に関わる項目で有意な関連がみられ、「い
つも気をつけている」と回答した者でオッズ比
が3.98と高かった。
４．考　　　察
１）研究方法について
　本調査は、横断的研究であり、同一集団での
教育による知識、意識、行動の変化を調べてい
ないため、入学前の教育歴や学力、食と健康へ
の意識や行動に関するグループ間の差が、調査
結果に影響している可能性がある。しかしなが
ら、対象者は、概ね同じ時期に同一の短期大学
栄養士養成課程に在籍している学生であり、学
表７－１　 専門教育を受けた期間が異なる三区
分の塩分スコアの比較
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表７－２　専門教育を受けた期間による三区分と食生活状況 （塩分スコア算出項目）との関連
力や食と健康に関わる入学時の知識、意識、及
び行動において概ね同質な集団であるとみなす
ことができる。このため、調査結果を用いて、
専門教育を受けた期間が異なるグループ間での
塩分表示に関わる知識、意識、行動の実態を明
らかにして、消費者が利用しやすい塩分表示の
あり方と消費者教育のありかたについて考察を
加えることは可能であると考えた｡
２） 成分表示の参考状況に対する専門教育の効
果について
　入学直後の学生において、食品の購入時に成
分表示を参考にしている者は71.1％と高く、食
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品選択において表示を参考にする習慣は、すで
にある程度定着していることが示された｡この
割合は、平成16年長岡京市民健康作り・生活習
慣状況調査の同一質問項目での、20 ～ 39才女
性の44.7％に比べてかなり高い値を示した3）。そ
の理由として、本調査対象者は、栄養士養成課
程の学生であり、食と健康に対する関心が一般
に比べて高いことがあげられる。また、平成17
年に食育基本法が制定14）されて、食品の選択に
おける表示の活用が、学校教育でとりあげられ
る機会が増えていることも関係していると考え
られる。実際に、食育基本法のもとに策定され
た食育推進基本計画15）では、食品表示制度の見
直し普及・定着の必要性が明記され、加えて平
成23年の第二次計画16）では、生活習慣病の予防
及び改善につながる食育推進のために、成分表
示の義務化の必要性が言及されている。
　一方、「調理をしたり、食べる時に成分表示
をみて、使う量や食べる量の参考にする」割合
は、入学直後では40.2％と半数以下であり、成
分表示をみて使う量や食べる量を加減するとい
う参考のしかたは、高等学校までの食教育で十
分にはとりあげられていないことが示された。
この割合は、中間期に54.5％、卒業前で64.9％
と有意に増加した｡Naや脂質、Caを参考にする
割合は、入学直後に比べ、中間期、卒業前で増
加し、Naでその差は有意であった。成分表示を
参考にする主な理由は、入学直後では「肥満解
消」が70.0％であったが、中間期や卒業前では
約半数に減少し、一方で「健康の保持増進」を
選んだ割合が増加した｡
　本学の栄養士養成課程では、１回生時に栄養
学や栄養指導論等の科目が開講され、Caや鉄な
どのミネラル類の不足や脂質やNaの過剰摂取
傾向などの現代の日本人の栄養学的な課題、食
事摂取基準、および栄養成分表示制度などに関
わる内容を学習する。２回生では、栄養指導論
実習や臨床栄養学などの応用科目を履修して、
習得した知識を、実際の食生活で行動にうつす
ための実践的課題に取り組む。これらの専門教
育により、食生活において機会をとらえて成分
表示を参考にする習慣が身につき、その目的が、
やせ志向のためのエネルギー摂取を控えること
だけでなく、生活習慣病予防の観点にも広がっ
たことが示された。
　また、塩分表示については、入学直後から卒
表８　塩分表示の活用段階により分類した三区分の関連項目（多項ロジスティック解析)
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業前にかけて参考にする割合が増加したのに対
して、塩分摂取に関わる食習慣は、表７－２に
示したように、漬け物の摂取頻度の高い割合が
卒業前で低下した以外、有意な変化は見られな
かった。塩分スコアにおいても、表７－１に示
したように、平均値と中央値は卒業前で低くな
る傾向を示したが、その差は有意ではなかった。
調査対象者は、健康な青年期女子であることか
ら、習得した減塩に関する知識や意識を、食事
の内容や味に関わる実際の食行動に結ぶつける
ことは難しいと考えられる。そのような状況の
なかで、塩分表示を参考にする割合が増加した
ことは、今後、加齢に伴い減塩の必要性が増し
て行くことを考えると、減塩に関わる情報を取
り入れる習慣が身についたという点で意義深い
と考えている。
３） 塩分表示の参考状況から考察した今後の塩
分表示制度と消費者教育について
　塩分表示を実質的に食生活で参考にすること
は、具体的には、その食品に含まれる塩分が、
一日の食塩目標量の概ねどの程度に相当するか
を判断して、食品を選び、使う量や食べる量を
加減する、ということである。即ち、成分表示
に掲載されている値が、Na成分値だけの場合
は、これを食塩量に換算してから一日目標量と
比較することが必要となる。Na量を食塩（NaCl）
量に換算するためには、食塩の分子量が、Naの
原子量23.0と塩素の原子量35.5の和、58.5、であ
ることから、Na量の2.54倍をする必要がある。
Na約1000mg（１g）を食塩約2.5gと正しく理解
している者は、入学直後でわずかに1.7％（２名）
で、中間期と卒業前においても10％未満であっ
た。「多いことは分かっている」割合でも、入
学直後と中間期の12.5％、13.5％に対して、卒
業前では26.8％と有意に増加したが、２年間の
専門教育を受けたことを考えると、この割合は
低いと考えざるを得ない。成人女性の一日目標
量をほぼ正しく知っている割合が、入学時の
25.2％から卒業前の82.3％に大きく増加したこ
とと比較しても、Na量の食塩量への換算は知識
として習得しにくい内容であると考えられた｡
　一般消費者を対象にした調査でも、この関係
を理解している者はきわめて少ないことが報告
されている17）、18）。筆者らが40 ～ 50歳代女性に
対して実施した調査では、正しく理解していた者
はわずかに4.1％であり17）、40歳以上男女を対象と
した調査においても7.5％にとどまっている18）。
Na量と食塩量が同じであると間違って理解し
ている者は、入学直後から卒業前までほぼ変わ
らず、54 ～ 60％に達していた。Na量と食塩量
が同じという誤解は、表示を見ることでかえっ
て食塩量を少なく見積もってしまうというリス
クにつながるという指摘もある8）、9）。ニュージ
ーランドで実施された調査でも、多くの消費者
がNa量と食塩量を混同して、含まれる食塩量を
低く見積もっていることが報告されている9）。
　Na量を参考にしていると回答した割合は、入
学直後から卒業前にかけて増加したものの、卒
業前においても32.5％にとどまり、一方、食塩
相当量を参考にしている者は、入学直後の
18.7％から卒業前には53.5％まで増加していた。
また、表５に示したように「Na表示では参考に
できない」と回答している割合は卒業前で大き
く増加している。加えて、Na量と食塩量の換算
についての知識は、表８に示したように、塩分
表示を参考にしている者の特徴として全く取り
上げられなかった｡
　これらの結果からNa成分量だけの表示では、
実質的な塩分表示の活用にはほとんどつながら
ず、換算についての知識を教育することの意義
も低いと考えられ、食塩相当量の併記の必要性
が示されたと考えている。食塩相当量併記の現
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状として、消費者庁が2010年11月に実施した関
東地域での市場調査19）では、約46%の商品に食
塩相当量の併記があったことが報告されている
が、尚、半数以上の食品にはその表示がない。
今後、食塩相当量の併記の義務化が検討される
ことが望ましい。
　一方で、食塩相当量は、一日の目標量と比較
することで、はじめて実質的な減塩行動に結び
つくと考えられる。たとえば、インスタント麺
のスープの５gという食塩相当量は、日本の食
事摂取基準における一日目標量、7.5g未満（女
性）、９g未満（男性）との比較で、全部飲むと
塩分の取り過ぎになる、ことが明確に判断でき
る。このことは、表８に示したように、Ⅲ群に
対して、Ⅱ群に分類される要因として、成人女
性の１日の目標量が有意に関連していたこと
や、Na成分表示への意見として、「基準の摂取
量が分からないので参考にできない」割合が、
本調査対象者全体で25.5％、同時期に実施した
40 ～ 50歳代女性で41％に達していたことから
も示唆される17）。
　このように考えると、一日目標量を併せて表
示するか、あるいは、米国のように％ DV（一
日総摂取目安量に対する割合)の表示を行う必
要性がでてくるが、食塩相当量に追加して塩分
に関わる数値情報を表示することは、制度とし
て得策ではないように思われる。目標量や％
DVを表示するならば、当然、Naだけでなく他
の基準成分についての同様の表示が必要とな
り、数値情報が現行以上に多くなり、表示内容
が複雑になる可能性がある。すでに％ DVが標
準的に表示されている米国において、表示制度
が整備された早い段階で、一般の消費者が、実
際の食生活改善に結びつくまでには％ DVを利
用できていない現状があり、表示活用が数的処
理を必要としない視覚的で簡単な作業であるこ
とが必要条件であることが指摘されている20）。
筆者らが地域住民を対象に実施した調査では3）、
表示情報を参考にして食生活を改善する必要性
の高い人ほど、また、健康情報を新聞などの活
字ではなく、テレビなどで得る傾向がある者ほ
ど成分表示へ関心が低く、参考していない実態
が示されている。数値情報だけの表示の参考を、
多様な消費者に対してくまなく普及させること
には限界があると考えられる。さらに、一日目
標量や％ DV表示は、ひとつの値で表示するこ
とが難しいことも理由としてあげられる。一日
目標量は、日本の場合、成人女性の7.5gと男性
の９g、高血圧患者に対しては、日本高血圧学
会治療ガイドライン8）で推奨されている６gと幅
があり、％ DV表示は、基準値にどの値を用い
るかで値が変わり、場合によっては塩分量を過
小評価する可能性もでてくる。
　これらのことを考えあわすと、一日目標量は、
表示項目とするのではなく、消費者がそれぞれ
に知識として習得することが望ましいのではな
いかと思われる。表示の数値情報を活用できる
者は、一日目標量を知識として持ち、表示の食
塩相当量と比較して、塩分の多少を判断するこ
とは可能であろう。塩分の一日目標量を知識と
して普及させるためには、義務教育までの食育
の中で、あるいは高等教育や消費者教育におけ
る健康教育で、表示活用の具体的な方法のなか
で、活用に必要な知識として重点的に取り上げ
ていくこが効果的であると考えられる。現状で
は、一般の消費者においては１日の塩分目標量
を概ね正しく知っている者は少ないことが報告
されている。たとえば、40 ～ 50歳代女性にお
いては、日本の成人女性の目標量を６～９ｇの
範囲で答えた者は8.3％ 17）、オーストラリアの
14歳以上男女1084人を対象とした調査では、６
gと正解した者は14％にすぎない11）。しかしな
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がら、一日塩分目標量の知識を有する者の割合
を教育によって増加させることはそれほど難し
くないと考えられる。先にも述べたように本研
究対象者において、入学時の25.2％から卒業前
の82.3％に知識を有する者の割合は大きく増加
していた。また、このような教育においては、
同時になぜ減塩が必要かという意識付けを強く
行うことが重要であるのは言うまでも無い｡ 本
研究においても、表８に示したように、塩分表
示の参考群の特徴として、「塩分の取りすぎに
いつも気をつけている」という項目が有意に取
り上げられている｡
　一方で、さらに視覚的でわかりやすい表示を
検討していくことも必要である｡ これに関して
は、先行する諸外国の例が参考になる｡ 高血圧
を原因とする脳卒中や心疾患などの医療費を削
減するための推進を国家的な取り組みとして実
施している英国、米国やフィンランドでは、「消
費者にわかりやすい表示」の開発が進んでいる。
　英国では、脂質、糖質、塩分など過剰摂取が
問題となる栄養素について、含有量の多少が一
目で分かるように、赤、黄、緑色で表示する
「Traffic Light Labeling」の普及が進んでい 
る21）｡
　米国では、近年、包装前面に表示をする、
FOP （Front of Package）表示が増えていたが、
統一した基準として表示制度を見直すため、昨
年、米国立医学研究所は、「加工食品などに表
示する項目は、カロリー、飽和脂肪酸、トラン
ス脂肪酸、塩分を優先して、食品包装のわかり
やすい場所に表示する事が望ましい」という報
告をまとめて22）、新たな栄養格付けシステムと
シンボルを表示する制度の策定を検討してい
る。
　また、フィンランドでは、塩分の摂取源とな
る加工食品ごとに基準を設けて、一定以上の塩
分％の商品には、“high-sal”の警告表示をする
ことが求められている23）。たとえば、パンであ
れば1.3%以上、ソーセージでは1.8%以上の塩分
である時は、“high-salt”と表示しなければなら
ない。また、一定以下の塩分の場合には、“low-
salt”と表示でき、“low-salt”の食品を選ぶこ
とで、一日に男性で1.8g、女性で1.0gの減塩が
可能であることが報告されている10）。
　栄養成分表示検討会報告書において、Naは、
高血圧予防の観点で、我が国の健康・栄養政策
において最も重要な成分のひとつであるが、多
くの人が食事摂取基準の目標量を上回っている
ことから、表示の優先度が高い成分として位置
づけられ、表示順を現行の５番目から２番目へ
上げることが提案されている6）。今後、多様な
消費者に対して、減塩のために広く塩分表示の
活用を普及していくために、わかりやすく使い
やすい表示内容の検討が望まれる｡
　本研究は、科学研究費（基盤研究C）の補助
を受け実施した｡
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